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1．問題意識と調査の目的

技術的・組織イノベーションを通じた新製品・新サービス、
新事業の創出による差別化可能な価値の提供

現代企業の経営課題現代企業の経営課題

諸個人の知的・創造的な組織的協働を通じて「組織的に」実現される

立教大学 山中伸彦

問題意識と研究課題

・諸個人の知的・創造的能⼒の発揮を促す組織的条件、組織の在り⽅と
はどのようなものか？

・諸個人の創造的活動を促進し、組織としての創造的成果の達成を可能
とするような組織的条件、組織デザインの探究

2



調査の目的

（1）創造的業務の特性の把握ー創造的成果と業務特性
（2）創造的活動の主体と組織としての実現プロセス
（3）創造的活動に対する資⾦的⽀援と人的⽀援
（4）創造的活動と職場環境

調査の前提となる基本的論点

（1）組織における従業員の創造性や創造的活動に焦点を当てる。
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（1）組織における従業員の創造性や創造的活動に焦点を当てる。
→イノベーションや新製品、新事業の根源としての個人の創造的発想

や創造的思考の重要性（Amabile, 1988, 守島、2001、2002、稲上、
1998、野中、1990）

（2）イノベーションや製品開発、新規事業創造に直接的に携わる部門
のみならず、営業やマーケティングなどその他の基幹部門における従業
員の創造的活動について検討する。

→イノベーションの事業としての成功には部門横断的な組織的連携が
不可⽋（野中、1990、ティッド他、2004）
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（1）創造的業務の特性
1）創造的業務の特性

（労働大臣官房政策調査部、『知的創造型労働と人事管理』、1996）

2．仮説構築と分析課題ー先⾏研究の検討ー

- 創造的人材とは「①仕事の性格が非定型的で裁量性が⾼く、②仕事のパフォー
マンスの個人差が大きく、③仕事の結果の会社に対する影響が大きいような部門
やそのような業務を⾏っている社員」

- 上記の定義に基づいて抽出された特徴
①取引先や他の部署と連携を取りながら仕事を進める

立教大学 山中伸彦

①取引先や他の部署と連携を取りながら仕事を進める
②部員には複数のテーマが与えられることが多い
③新しい分野（商品、業態等）を開拓する仕事が多い
④⾼い専門性が要求される仕事が多い
⑤プロジェクトチームなど組織づくりが動態的
⑥職制にこだわらず臨機応変に仕事を進める
⑦時間や仕事のペース配分の自由度が⾼く、進捗チェックが厳しくない

→創造的成果に繋がる業務の「創造的」特性の把握がされていない

創造的活動の成果との関連でこれらの業務特性を測定し直す必要がある創造的活動の成果との関連でこれらの業務特性を測定し直す必要がある
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2）業務の「創造的」特性

・創造的活動＝知的創造的活動、知的思考過程

- 従業員が「考える」活動：「変化や不確実性への対応」、「知識の創造」と
いった業務活動（守島、2002）
☞「知的創造型」業務特性

知的創造型

問題発⾒型/
問題設定型特性

「仕事の中で自ら課題を設定したり、
問題を発⾒したりすることが多い」

「仕事を進める上で新たな知識が必要

立教大学 山中伸彦

知的創造型
業務特性 知識依存性 「仕事を進める上で新たな知識が必要

とされることが多い」

創造的思考依存性 「仕事を進める上で新たな発想やアイ
デアが必要とされることが多い」

「知的創造型」業務特性の把握が必要となる「知的創造型」業務特性の把握が必要となる
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3）創造的活動の成果

・創造的活動の成果
- 会社や部門の業績向上に繋がるようなアイデア・企画の採用
- 会社や部門の業務効率改善に繋がるようなイデア・企画の採用
- 業務を通じた特許の取得（『知的創造型労働』調査、1996）

これらに加えて、これらに加えて、
・新規事業案の採用
・新製品や新サービスのアイデア・企画の採用
といった成果を創造的活動の成果として測定する必要がある
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といった成果を創造的活動の成果として測定する必要がある

仮説1-1：「問題発⾒型」ないし「問題設定型」業務特性が⾼いほど、従
業員の創造的成果の実現は促進される。

仮説1-2：業務の「知識依存性」が⾼いほど、従業員の創造的成果の実現
は促進される。

仮説1-3：業務の「創造的思考依存性」が⾼いほど、従業員の創造的成果
の実現は促進される。
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（2）創造的活動の主体と組織としての実現プロセス

・創造的活動の発案者や推進主体はどのような存在か・創造的活動の発案者や推進主体はどのような存在か

- ミンツバーグの「革新的コンフィギュレーション」（ミンツバーグ、1991）
に⾒られる創発的プロセスを通じた創造的活動：従業員によるボトムアップの
実態

探索的分析課題
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-企業における創造的活動の担い手としての「創造センター」（『知的創造型労
働調査』）の有無

- 創造的活動の推進者としての事業部⻑（Burgelman, 1991）の実態

- 創造的活動が実現されるプロセスがインフォーマル/フォーマル/トップ主導
か、個人/既存の職場組織/プロジェクトチームか
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（3）創造的活動に対する資⾦的⽀援と人的⽀援

・創造的活動に対する資源配分の重要性（Amabile et al., 1996, Burgelman, 
1991）

・創造的活動に対する人的⽀援
-上司や同僚からの⽀援や奨励（Amabile et al., 1996）
- 資源動員を可能にする「⽀持者の獲得」（武⽯・⻘島・軽部、2008）

立教大学 山中伸彦

仮説2-1：予算執⾏の自由度が⾼いほど創造的成果の実現は促進される。

仮説2-2：創造的活動に対する協⼒者の存在は創造的成果の実現を促進する。

探索的分析課題

- 創造的活動の協⼒者とはどのような存在か- 創造的活動の協⼒者とはどのような存在か
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（4）創造的活動と職場環境
1）職場の組織風土
- 競争と協調の雰囲気、リスク受容的な風土（『知的創造型労働』調査）
- 現状に対する危機感（Hamel=Prahalad, 1986）

2）従業員への権限委譲と参加
- 権限委譲（『知的創造型労働』調査）
- 上位の意思決定への参加
- 情報共有の促進
- 従業員からの企画提案の奨励

3）職場に対する経営層の関与
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3）職場に対する経営層の関与
- 達成すべき目標・課題の明確さ（Hamel=Prahalad, 1986）
- 経営層の戦略的⽅針の浸透（Hamel=Prahalad, 1986）
- 経営層の理解（『知的創造型労働』調査）
- 上下階層間のコミュニケーション（『知的創造型労働』調査）
- 経営層-従業員間の責任を分かち合う意識（Hamel=Prahalad, 1986）

探索的分析課題

- これらの組織特性は創造的成果の実現に関係しているか- これらの組織特性は創造的成果の実現に関係しているか
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3．調査の枠組と実施の概要
調査の枠組

説明変数

業務特性 ・業務遂⾏上の特性
・業務の知的創造的特性

創造的活動の
主体

・部署、職種
・職位
・個人/集団
・インフォーマル/

被説明変数

・新規事業案の採用

・新製品や新サービスのアイ
デア・企画の採用

立教大学 山中伸彦

創造的活動の
実現プロセス

・個人/集団
・インフォーマル/
フォーマル
・プロジェクトチーム/
既存の職場組織

創造的活動に
対する⽀援

・予算執⾏の裁量の程度
・創造的活動に対する協
⼒者

職場環境

・職場の組織風土
・従業員への権限委譲と
参加
・職場に対する経営層の
関与

創造的成果

デア・企画の採用

・会社や部門の業績向上に繋
がるようなアイデア・企画の
採用

・会社や部門の業務効率改善
に繋がるようなアイデア・企
画の採用

・業務を通じた特許の取得
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調査の実施概要

（1）調査時期：2010年1月10⽇〜1月31⽇

（2）対象：東証一部上場の製造業773社の各基幹部門の一般従業
員および管理者

（3）⽅法：対象各社の人事部門宛に調査票を10通ずつ郵送、管理

立教大学 山中伸彦

（3）⽅法：対象各社の人事部門宛に調査票を10通ずつ郵送、管理
者1〜2名を含む各基幹部門の従業員に対して偏りなく配布を依頼

（4）回収結果：有効回答数58通（回収率0.75％）
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回答者の属性

1.男性

72.4%

2.女性

25.9%

無回答

1.7%

20～29歳

22.4%

30～39歳

37.9%

40～49歳

25.9%

50～59歳

6.9%

60～69歳

1.7%
無回答

5.2%

性別 年齢

立教大学 山中伸彦

3.繊維工業

17.2%

7.印刷・同関連

業

1.7%
8.化学工業

17.2%

16.金属製品製

造業

10.3%

17.はん用機械

器具製造業
1.7%

19.業務用機械

器具製造業

5.2%

21.電気機械器

具製造業

15.5%

22.情報通信機

械器具製造業

1.7%

23.輸送用機械

器具製造業

25.9%

24.その他

1.7%
無回答

1.7%
3.100～299

人

1.7%

4.300～499

人

10.3% 5.500～999

人

5.2%

6.1000～

5000人

63.8%

7.5000人以

上

17.2%

無回答

1.7%

業種 企業規模
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1.総務、広

報、管理部

門

8.6%
2.営業部門

13.8%

3.商品開発・

マーケティン

グ部門

5.2%

4.人事・労務

部門

44.8%

5.経理・会

計・財務部

門

3.4%

6.研究開発・

設計・技術

部門

15.5%

7.情報処理・

情報システ

ム部門

1.7%

8.戦略・企画

部門

3.4%

12.その他

1.7%

無回答

1.7%

所属部門
1.専門・技

術的職業

22.4%

2.管理的職

業

27.6%

3.事務的職

業

41.4%

4.販売的職

業

5.2%

7.その他

1.7%

無回答

1.7%

職種

現在の役職 勤続年数

立教大学 山中伸彦

1.役員

3.4%
2.部長級

8.6%

3.課長級

15.5%

4.係長・主

任級
22.4%

5.役職なし

48.3%

無回答

1.7%

現在の役職

5年未満

31.0%

5年以上10

年未満

13.8%

10年以上

20年未満

27.6%

20年以上

24.1%

勤続年数
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4．分析の結果
（1）創造的業務の特性ー創造的成果と業務特性ー

ある（14） ない（42） 全体（56） ある（33） ない（23） 全体（56） ある（32） ない（25） 全体（57）
A 個人単位で行う仕事

B チームで行う仕事 2.29 2.45 2.41 2.30 2.57 2.41 2.34 2.48 2.40

A 部署のメンバーは流動的

B 部署のメンバーは固定的 1.71 1.76 1.75 1.73 1.78 1.75 1.81 1.64 1.74

A 若い人が中心の部署である

B 色々な年齢層の人がいる 2.00 1.86 1.89 1.76 2.09 1.89 1.84 1.92 1.88

A 性格や考え方、行動パターンが互いに異なる人が多い部署である

B 似たような性格や考え方、行動パターンの人が多い部署である 2.93 2.81 2.84 2.91 2.74 2.84 2.94 2.76 2.86

A 様々に異なる知識や経験をもつ人が多い部署である

B 同じような知識や経験をもつ人が多い部署である 2.93 2.62 2.70 2.73 2.65 2.70 2.88 2.52 2.72

A 社内で複数の部署を経験している人が多い

B 社内一つの部署のみを経験している人が多い 2.36 2.43 2.41 2.30 2.57 2.41 2.47 2.40 2.44

A 取引先や他の部署と連携をとりながら仕事を進める

B 部署内で仕事は完結している **3.714285714285713.31 3.41 *3.575757575757583.17 3.41 3.44 3.32 3.39

A 職制にこだわらず臨機応変に仕事を進める

B 課長や部長といったフォーマルな職制を通じて仕事を進める *3.142857142857142.64 2.77 2.82 2.70 2.77 2.69 2.80 2.74

A 新しい分野(商品、事業、業態等)と開拓する仕事

業務特性

4→Aに近い～1→Bに近い

新規事業案が採用されたこと
新製品や新サービスのアイデア・企画

の採用
会社や部門の業績向上につながるよう

なアイデア・企画の採用

立教大学 山中伸彦

A 新しい分野(商品、事業、業態等)と開拓する仕事

B 所定の業務を間違いなく遂行する仕事 2.71 2.33 2.43 **2.69696969696972.04 2.43 **2.71875 2.00 2.40

A 時間や仕事のペース配分の自由度が高く、進捗チェックが厳しくない

B 時間や仕事のペース配分の自由度は低く、進捗チェックが厳しい 2.93 2.81 2.84 2.82 2.87 2.84 **2.65625 3.04 2.82

A 他社でも通用する汎用性の高い仕事

B 他社では通用しにくい自社の特殊性の高い仕事 2.86 2.86 2.86 2.79 2.96 2.86 2.88 2.84 2.86

A プロジェクトチームなど組織づくりは動態的

B 組織は恒常的で変化はない *2.785714285714292.40 2.50 2.61 2.35 2.50 2.56 2.44 2.51

A 複数のテーマが与えられることが多い

B 仕事のテーマは一つであることが多い 3.29 3.31 3.30 *3.424242424242423.13 3.30 3.34 3.28 3.32

A 高い専門知識が要求される仕事

B 専門知識よりも慣れや習熟度が要求される仕事 3.00 2.79 2.84 2.97 2.65 2.84 2.97 2.68 2.84

A 仕事の中で自ら取り組む課題を設定したり問題を発見したりすること

が多い
B 仕事の中で取り組む課題や問題は上司から与えられることが多い 3.21 3.14 3.16 *3.272727272727273.00 3.16 3.22 3.12 3.18

A 仕事の目標達成や課題の克服のための方法についての自己裁量は

高い
B 仕事の目標達成や課題の克服のために一定の方法や手順が設定さ

れている 3.00 3.12 3.09 3.18 2.96 3.09 3.13 3.04 3.09

A 仕事を進めるうえで新たな知識が必要とされることが多い

B 仕事を進めるうえで必要な知識は一定で変化はない 3.21 3.17 3.18 3.21 3.13 3.18 3.22 3.16 3.19

A 仕事を進めるうえで新たな発想やアイデアが必要となることが多い

B 仕事を進めるうえで過去の経験や蓄積されたノウハウが重要となるこ

とが多い 2.93 2.76 2.80 **3.00 2.52 2.80 **3.032258064516132.56 2.82

* p< .1, ** p< .05
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ある（43） ない（14） 全体（57） ある（13） ない（43） 全体（56）
A 個人単位で行う仕事

B チームで行う仕事 2.33 2.64 2.40 2.31 2.44 2.41

A 部署のメンバーは流動的

B 部署のメンバーは固定的 1.79 1.57 1.74 1.69 1.77 1.75

A 若い人が中心の部署である

B 色々な年齢層の人がいる 1.88 1.86 1.88 1.85 1.91 1.89

A 性格や考え方、行動パターンが互いに異なる人が多い部署である

B 似たような性格や考え方、行動パターンの人が多い部署である 2.88 2.79 2.86 3.00 2.79 2.84

A 様々に異なる知識や経験をもつ人が多い部署である
B 同じような知識や経験をもつ人が多い部署である 2.81 2.43 2.72 2.69 2.70 2.70

A 社内で複数の部署を経験している人が多い
B 社内一つの部署のみを経験している人が多い 2.51 2.21 2.44 2.46 2.40 2.41

A 取引先や他の部署と連携をとりながら仕事を進める

B 部署内で仕事は完結している 3.40 3.36 3.39 **3.769230769230773.30 3.41

A 職制にこだわらず臨機応変に仕事を進める

B 課長や部長といったフォーマルな職制を通じて仕事を進める 2.67 2.93 2.74 3.00 2.70 2.77

A 新しい分野(商品、事業、業態等)と開拓する仕事

B 所定の業務を間違いなく遂行する仕事 2.44 2.29 2.40 **3.307692307692312.16 2.43

A 時間や仕事のペース配分の自由度が高く、進捗チェックが厳しくない

2.77 3.00 2.82 2.62 2.91 2.84

業務特性

4→Aに近い～1→Bに近い

会社や部門の業務効率改善につなが
るようなアイデア・企画の採用

業務を通じた特許の取得
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B 時間や仕事のペース配分の自由度は低く、進捗チェックが厳しい 2.77 3.00 2.82 2.62 2.91 2.84

A 他社でも通用する汎用性の高い仕事

B 他社では通用しにくい自社の特殊性の高い仕事 2.81 3.00 2.86 2.69 2.91 2.86

A プロジェクトチームなど組織づくりは動態的

B 組織は恒常的で変化はない 2.51 2.50 2.51 **3 2.35 2.50

A 複数のテーマが与えられることが多い
B 仕事のテーマは一つであることが多い 3.28 3.43 3.32 3.46 3.26 3.30

A 高い専門知識が要求される仕事
B 専門知識よりも慣れや習熟度が要求される仕事 2.84 2.86 2.84 **3.384615384615382.67 2.84

A 仕事の中で自ら取り組む課題を設定したり問題を発見したりすること

が多い
B 仕事の中で取り組む課題や問題は上司から与えられることが多い 3.21 3.07 3.18 3.15 3.16 3.16

A 仕事の目標達成や課題の克服のための方法についての自己裁量は

高い
B 仕事の目標達成や課題の克服のために一定の方法や手順が設定さ

れている 3.02 3.29 3.09 3.23 3.05 3.09

A 仕事を進めるうえで新たな知識が必要とされることが多い

B 仕事を進めるうえで必要な知識は一定で変化はない 3.19 3.21 3.19 **3.461538461538463.09 3.18

A 仕事を進めるうえで新たな発想やアイデアが必要となることが多い
B 仕事を進めるうえで過去の経験や蓄積されたノウハウが重要となるこ

とが多い 2.86 2.71 2.82 **3.25 2.67 2.80

* p< .1, ** p< .05
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・「新規事業案が採用されたことがある」とする従業員の業務特性において、「取引先や他
の部署との連携」について有意水準5％で差が⾒られ、「職制にこだわらず仕事を進める」
「プロジェクトチームなど動態的な組織づくり」について有意水準10％で正の差が⾒られた。

・「新製品や新サービスのアイデア・企画が採用されたことがある」とする従業員の業務特
性において、「新しい分野を開拓する仕事」「新たな発想やアイデアが必要」について有意
水準5％で正の差が⾒られ、「取引先や他の部署との連携」「複数のテーマが与えられる」
「自ら取り組む課題を設定したり問題発⾒したりする」について、10％有意水準で正の差が
⾒られた。

・「会社や部門の業績向上に繋がるアイデア・企画が採用されたことがある」とする従業員
の業務特性において、 「新しい分野を開拓する仕事」 「新たな発想やアイデアが必要」につ
いて有意水準5％で正の差が⾒られ、「時間や仕事のペース配分の自由度や進捗チェックの厳
しさ」については、有意水準10％で負の差が⾒られた。

立教大学 山中伸彦

いて有意水準5％で正の差が⾒られ、「時間や仕事のペース配分の自由度や進捗チェックの厳
しさ」については、有意水準10％で負の差が⾒られた。

・「業務を通じた特許の取得」があるとする従業員の業務特性において、 「取引先や他の部
署との連携」「新しい分野を開拓」「動態的組織」「専門知識」「新たな知識の必要性」
「新たな発想やアイデアの必要性」について有意水準5％で正の差が⾒られた。

-『知的創造型労働』調査で抽出された特性のうち、人員構成やキャリアよりも仕事の進め⽅
や管理、組織編成といった特性が創造的成果に関係している。

- 新製品・サービスの創造、業績向上に繋がる企画、特許取得といった成果については、「問
題発⾒/問題設定型特性」「創造的思考依存性」といった知的創造型業務特性が関係している。
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（2）創造的活動の主体と組織としての実現プロセス
総務、広
報、管理部
門

営業部門
商品開発・
マーケティ
ング部門

人事・労務
部門

経理・会計・
財務部門

研究開発・
設計・技術
部門

戦略・企画
部門

その他 総計

ある 1 3 2 5 0 3 0 0 14

7.1% 21.4% 14.3% 35.7% 0.0% 21.4% 0.0% 0.0% 100.0%

ない 4 5 1 20 2 6 2 1 41

9.8% 12.2% 2.4% 48.8% 4.9% 14.6% 4.9% 2.4% 100.0%

全体 5 8 3 25 2 9 2 1 55

9.1% 14.5% 5.5% 45.5% 3.6% 16.4% 3.6% 1.8% 100.0%

ある 2 6 2 13 0 9 0 0 32

6.3% 18.8% 6.3% 40.6% 0.0% 28.1% 0.0% 0.0% 100.0%

ない 3 2 1 12 2 0 2 1 23

13.0% 8.7% 4.3% 52.2% 8.7% 0.0% 8.7% 4.3% 100.0%

全体 5 8 3 25 2 9 2 1 55

9.1% 14.5% 5.5% 45.5% 3.6% 16.4% 3.6% 1.8% 100.0%

ある 1 6 3 15 0 5 1 0 31

3.2% 19.4% 9.7% 48.4% 0.0% 16.1% 3.2% 0.0% 100.0%

所属部門

（a）新規事業案が
採用されたこと

（b）新製品や新
サービスのアイデ
ア・企画が採用さ
れたこと

（c）会社や部門

立教大学 山中伸彦

3.2% 19.4% 9.7% 48.4% 0.0% 16.1% 3.2% 0.0% 100.0%

ない 4 2 0 11 2 4 1 1 25

16.0% 8.0% 0.0% 44.0% 8.0% 16.0% 4.0% 4.0% 100.0%

全体 5 8 3 26 2 9 2 1 56

8.9% 14.3% 5.4% 46.4% 3.6% 16.1% 3.6% 1.8% 100.0%

ある 4 5 1 22 1 6 2 1 42

9.5% 11.9% 2.4% 52.4% 2.4% 14.3% 4.8% 2.4% 100.0%

ない 1 3 2 4 1 3 0 0 14

7.1% 21.4% 14.3% 28.6% 7.1% 21.4% 0.0% 0.0% 100.0%

全体 5 8 3 26 2 9 2 1 56

8.9% 14.3% 5.4% 46.4% 3.6% 16.1% 3.6% 1.8% 100.0%

ある 0 2 2 1 0 8 0 0 13

0.0% 15.4% 15.4% 7.7% 0.0% 61.5% 0.0% 0.0% 100.0%

ない 5 6 1 24 2 1 2 1 42

11.9% 14.3% 2.4% 57.1% 4.8% 2.4% 4.8% 2.4% 100.0%

全体 5 8 3 25 2 9 2 1 55

9.1% 14.5% 5.5% 45.5% 3.6% 16.4% 3.6% 1.8% 100.0%

の業績向上につ
ながるようなアイ
デア・企画が採用
されたこと

（d）会社や部門の
業務効率改善に
つながるようなア
イデア・企画が採
用されたこと

（e）業務を通じて
特許を取得したこ
と
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専門・技術
的職業

管理的職業 事務的職業 販売的職業 その他 総計

ある 5 5 4 0 0 14

35.7% 35.7% 28.6% 0.0% 0.0% 100.0%

ない 8 10 19 3 1 41

19.5% 24.4% 46.3% 7.3% 2.4% 100.0%

全体 13 15 23 3 1 55

23.6% 27.3% 41.8% 5.5% 1.8% 100.0%

ある 11 10 9 2 0 32

34.4% 31.3% 28.1% 6.3% 0.0% 100.0%

ない 2 5 14 1 1 23

8.7% 21.7% 60.9% 4.3% 4.3% 100.0%

全体 13 15 23 3 1 55

23.6% 27.3% 41.8% 5.5% 1.8% 100.0%

ある 9 11 10 1 0 31

29.0% 35.5% 32.3% 3.2% 0.0% 100.0%

ない 4 5 13 2 1 25

職種

（a）新規事業案が
採用されたこと

（b）新製品や新
サービスのアイデ
ア・企画が採用され
たこと

（c）会社や部門の
業績向上につなが

・創造的成果を上げたことがあ
るという従業員の所属について、
営業部門、商品開発・マーケ
ティング、人事労務、研究開発
部門が若⼲多く⾒られた（サン
プルの構成による偏りによる影
響に注意すべき）。

・創造的成果を上げたことがあ
る従業員の職種について、専門
的職種、管理的職種が若⼲多く
⾒られた。

立教大学 山中伸彦

ない 4 5 13 2 1 25

16.0% 20.0% 52.0% 8.0% 4.0% 100.0%

全体 13 16 23 3 1 56

23.2% 28.6% 41.1% 5.4% 1.8% 100.0%

ある 8 16 17 0 1 42

19.0% 38.1% 40.5% 0.0% 2.4% 100.0%

ない 5 0 6 3 0 14

35.7% 0.0% 42.9% 21.4% 0.0% 100.0%

全体 13 16 23 3 1 56

23.2% 28.6% 41.1% 5.4% 1.8% 100.0%

ある 10 3 0 0 0 13

76.9% 23.1% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

ない 3 12 23 3 1 42

7.1% 28.6% 54.8% 7.1% 2.4% 100.0%

全体 13 15 23 3 1 55

23.6% 27.3% 41.8% 5.5% 1.8% 100.0%

業績向上につなが
るようなアイデア・
企画が採用された
こと

（d）会社や部門の
業務効率改善につ
ながるようなアイデ
ア・企画が採用され
たこと

（e）業務を通じて特
許を取得したこと
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個々の従業
員

経営企画や
商品開発な
ど、ある特
定の部署や
メンバー

課長・部長
クラスの管
理職

事業部長ク
ラスの管理
職

経営トップ
研究開発部
門

総計

ある 1 8 1 1 1 2 14

7.1% 57.1% 7.1% 7.1% 7.1% 14.3% 100.0%

ない 4 19 2 2 0 10 37

10.8% 51.4% 5.4% 5.4% 0.0% 27.0% 100.0%

全体 5 27 3 3 1 12 51

9.8% 52.9% 5.9% 5.9% 2.0% 23.5% 100.0%

ある 3 15 1 3 1 9 32

9.4% 46.9% 3.1% 9.4% 3.1% 28.1% 100.0%

ない 2 12 2 0 0 3 19

10.5% 63.2% 10.5% 0.0% 0.0% 15.8% 100.0%

全体 5 27 3 3 1 12 51

9.8% 52.9% 5.9% 5.9% 2.0% 23.5% 100.0%

ある 4 12 3 3 0 9 31

12.9% 38.7% 9.7% 9.7% 0.0% 29.0% 100.0%

（a）新規事業案が
採用されたこと

（b）新製品や新
サービスのアイデ
ア・企画が採用さ
れたこと

（c）会社や部門の

創造的活動の発案者

立教大学 山中伸彦

12.9% 38.7% 9.7% 9.7% 0.0% 29.0% 100.0%

ない 1 16 0 0 1 3 21

4.8% 76.2% 0.0% 0.0% 4.8% 14.3% 100.0%

全体 5 28 3 3 1 12 52

9.6% 53.8% 5.8% 5.8% 1.9% 23.1% 100.0%

ある 3 21 2 3 10 39

7.7% 53.8% 5.1% 7.7% 0.0% 25.6% 100.0%

ない 2 7 1 0 1 2 13

15.4% 53.8% 7.7% 0.0% 7.7% 15.4% 100.0%

全体 5 28 3 3 1 12 52

9.6% 53.8% 5.8% 5.8% 1.9% 23.1% 100.0%

ある 1 4 1 1 1 4 12

8.3% 33.3% 8.3% 8.3% 8.3% 33.3% 100.0%

ない 4 23 2 2 8 39

10.3% 59.0% 5.1% 5.1% 0.0% 20.5% 100.0%

全体 5 27 3 3 1 12 51

9.8% 52.9% 5.9% 5.9% 2.0% 23.5% 100.0%

（c）会社や部門の
業績向上につなが
るようなアイデア・
企画が採用された
こと

（d）会社や部門の
業務効率改善につ
ながるようなアイデ
ア・企画が採用さ
れたこと

（e）業務を通じて
特許を取得したこと
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発案者個人
による非公式

的プロセス

公式的な企
画会議等を

経て、既存の
部署や職場

組織による遂
行

公式的な企
画会議等を

経て、新編成
プロジェクト

チームによる
遂行

経営トップ主

導の新編成
されたプロ

ジェクトチー
ムによる遂行

総計

ある 0 7 6 1 14

0.0% 50.0% 42.9% 7.1% 100.0%

ない 1 22 13 3 39

2.6% 56.4% 33.3% 7.7% 100.0%

全体 1 29 19 4 53

1.9% 54.7% 35.8% 7.5% 100.0%

ある 1 15 14 2 32

3.1% 46.9% 43.8% 6.3% 100.0%

ない 14 5 2 21

0.0% 66.7% 23.8% 9.5% 100.0%

全体 1 29 19 4 53

1.9% 54.7% 35.8% 7.5% 100.0%

ある 1 18 13 0 32

3.1% 56.3% 40.6% 0.0% 100.0%

（a）新規事業案が採用され
たこと

（b）新製品や新サービスの
アイデア・企画が採用された
こと

創造的活動の遂行プロセス
・創造的成果と創造的活動の発
案者との間にはあまり明確な関
係は読み取ることはできないも
のの、研究開発部門が大きな役
割を担っていることが示唆され
る。

・創造的成果の実現プロセスと
しては、フォーマルな経路が通
常のプロセスであることが窺え
る。新規事業や新製品・サービ
スの創造については新たなプロ
ジェクトチームが編成され、会

立教大学 山中伸彦

3.1% 56.3% 40.6% 0.0% 100.0%

ない 0 11 7 4 22

0.0% 50.0% 31.8% 18.2% 100.0%

全体 1 29 20 4 54

1.9% 53.7% 37.0% 7.4% 100.0%

ある 1 22 16 2 41

2.4% 53.7% 39.0% 4.9% 100.0%

ない 0 7 4 2 13

0.0% 53.8% 30.8% 15.4% 100.0%

全体 1 29 20 4 54

1.9% 53.7% 37.0% 7.4% 100.0%

ある 0 8 4 1 13

0.0% 61.5% 30.8% 7.7% 100.0%

ない 1 21 15 3 40

2.5% 52.5% 37.5% 7.5% 100.0%

全体 1 29 19 4 53

1.9% 54.7% 35.8% 7.5% 100.0%

（c）会社や部門の業績向上
につながるようなアイデア・
企画が採用されたこと

（d）会社や部門の業務効率
改善につながるようなアイデ
ア・企画が採用されたこと

（e）業務を通じて特許を取得
したこと

ジェクトチームが編成され、会
社や部門の業績向上に繋がる企
画、特許取得については既存部
門の職場組織が大きな役割を
担っている様子が示唆される。
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（3）創造的活動に対する資⾦的⽀援と人的⽀援
必要があれ
ば自由に執
行できる

一定の予算
枠内で自由
に執行でき
る

一定の予算
枠内で承認
を得て執行
できる

予算は特に
与えられな
い

総計

ある 1 4 9 0 14

7.1% 28.6% 64.3% 0.0% 100.0%

ない 1 4 33 3 41

2.4% 9.8% 80.5% 7.3% 100.0%

全体 2 8 42 3 55

3.6% 14.5% 76.4% 5.5% 100.0%

ある 1 6 24 2 33

3.0% 18.2% 72.7% 6.1% 100.0%

ない 1 2 18 1 22

4.5% 9.1% 81.8% 4.5% 100.0%

全体 2 8 42 3 55

3.6% 14.5% 76.4% 5.5% 100.0%

ある 1 5 25 1 32

予算執行の裁量

（a）新規事業案が
採用されたこと

（b）新製品や新
サービスのアイデ
ア・企画が採用さ
れたこと

・新規事業や新製品・サービス
の創出、特許については、より
予算執⾏の自由度が⾼いことを
示唆する回答が若⼲多く⾒られ
た。

・会社や部門の業績向上や業務
効率向上に繋がる企画に関して
は、承認を得て執⾏できるとい
う回答がわずかながら多く⾒ら
れた。

立教大学 山中伸彦

3.1% 15.6% 78.1% 3.1% 100.0%

ない 1 3 18 2 24

4.2% 12.5% 75.0% 8.3% 100.0%

全体 2 8 43 3 56

3.6% 14.3% 76.8% 5.4% 100.0%

ある 1 5 33 3 42

2.4% 11.9% 78.6% 7.1% 100.0%

ない 1 3 10 0 14

7.1% 21.4% 71.4% 0.0% 100.0%

全体 2 8 43 3 56

3.6% 14.3% 76.8% 5.4% 100.0%

ある 1 4 8 0 13

7.7% 30.8% 61.5% 0.0% 100.0%

ない 1 4 34 3 42

2.4% 9.5% 81.0% 7.1% 100.0%

全体 2 8 42 3 55

3.6% 14.5% 76.4% 5.5% 100.0%

（c）会社や部門の
業績向上につな
がるようなアイデ
ア・企画が採用さ
れたこと

（d）会社や部門の
業務効率改善に
つながるようなア
イデア・企画が採
用されたこと

（e）業務を通じて
特許を取得したこ
と

れた。

- 創造的活動についても予算執

に関係しているように思われる。

- 創造的活動についても予算執
⾏は一定の制約のもとで⾏われ
るが、制約のもとでの自由度の
違いが創造的活動の内容や成果
に関係しているように思われる。
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社長など経
営トップ

事業部長
所属部署の
部長・課長
等の管理職

他部署の部
長・課長等
の管理職

同じ職場の
同僚

他の部署の
同僚

研究開発な
ど技術担当
部門の担当
者

取引先など
顧客企業の
担当者

同業他社の
担当者

海外企業の
担当者

協力者はい
ない

総計

ある 4 7 11 7 11 6 8 3 0 0 0 14

28.6% 50.0% 78.6% 50.0% 78.6% 42.9% 57.1% 21.4% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

ない 12 18 33 14 25 13 12 8 1 2 0 42

28.6% 42.9% 78.6% 33.3% 59.5% 31.0% 28.6% 19.0% 2.4% 4.8% 0.0% 100.0%

全体 16 25 44 21 36 19 20 11 1 2 0 56

28.6% 44.6% 78.6% 37.5% 64.3% 33.9% 35.7% 19.6% 1.8% 3.6% 0.0% 100.0%

ある 9 16 26 13 23 14 17 9 1 2 0 33

27.3% 48.5% 78.8% 39.4% 69.7% 42.4% 51.5% 27.3% 3.0% 6.1% 0.0% 100.0%

ない 7 9 18 8 13 5 3 2 0 0 0 23

30.4% 39.1% 78.3% 34.8% 56.5% 21.7% 13.0% 8.7% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

全体 16 25 44 21 36 19 20 11 1 2 0 56

28.6% 44.6% 78.6% 37.5% 64.3% 33.9% 35.7% 19.6% 1.8% 3.6% 0.0% 100.0%

ある 13 20 28 14 20 12 13 8 0 1 0 32

40.6% 62.5% 87.5% 43.8% 62.5% 37.5% 40.6% 25.0% 0.0% 3.1% 0.0% 100.0%

協力者（複数回答）

（a）新規事業案
が採用されたこ
と

（b）新製品や新
サービスのアイ
デア・企画が採
用されたこと

（c）会社や部門

立教大学 山中伸彦

40.6% 62.5% 87.5% 43.8% 62.5% 37.5% 40.6% 25.0% 0.0% 3.1% 0.0% 100.0%

ない 4 6 16 8 16 7 7 3 1 1 0 25

16.0% 24.0% 64.0% 32.0% 64.0% 28.0% 28.0% 12.0% 4.0% 4.0% 0.0% 100.0%

全体 17 26 44 22 36 19 20 11 1 2 0 57

29.8% 45.6% 77.2% 38.6% 63.2% 33.3% 35.1% 19.3% 1.8% 3.5% 0.0% 100.0%

ある 14 21 35 19 27 15 14 9 1 1 0 43

32.6% 48.8% 81.4% 44.2% 62.8% 34.9% 32.6% 20.9% 2.3% 2.3% 0.0% 100.0%

ない 3 5 9 3 9 4 6 2 0 1 0 14

21.4% 35.7% 64.3% 21.4% 64.3% 28.6% 42.9% 14.3% 0.0% 7.1% 0.0% 100.0%

全体 17 26 44 22 36 19 20 11 1 2 0 57

29.8% 45.6% 77.2% 38.6% 63.2% 33.3% 35.1% 19.3% 1.8% 3.5% 0.0% 100.0%

ある 3 5 12 6 8 6 10 4 0 0 0 13

23.1% 38.5% 92.3% 46.2% 61.5% 46.2% 76.9% 30.8% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

ない 13 20 32 15 28 13 10 7 1 2 0 43

30.2% 46.5% 74.4% 34.9% 65.1% 30.2% 23.3% 16.3% 2.3% 4.7% 0.0% 100.0%

全体 16 25 44 21 36 19 20 11 1 2 0 56

28.6% 44.6% 78.6% 37.5% 64.3% 33.9% 35.7% 19.6% 1.8% 3.6% 0.0% 100.0%

（c）会社や部門
の業績向上に
つながるような
アイデア・企画
が採用されたこ
と

（d）会社や部門
の業務効率改
善につながるよ
うなアイデア・企
画が採用された
こと

（e）業務を通じ
て特許を取得し
たこと
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・創造的活動に対して協⼒者がいないという回答は⾒られない。活動の成否にかかわらず、
何らかのかたちでの協⼒者が存在する。

・新規事業案の採用については、事業部⻑、他の部署の管理職、他の部署の同僚、研究開
発担当者などが協⼒者となったという回答が若⼲多く⾒られた。

・新製品・新サービスについては、他の部署の同僚、研究開発担当者、顧客企業の担当者
が協⼒者となったという回答が若⼲多く⾒られた。

・会社や部門の業績向上、業務効率改善に繋がる企画については、経営トップ、事業部⻑、
所属部門の管理職、他部署の管理職が協⼒者となったという回答が若⼲多く⾒られた。

・特許取得については所属部門の管理職、他部署の管理職、他の部署の同僚、研究開発担

立教大学 山中伸彦

・特許取得については所属部門の管理職、他部署の管理職、他の部署の同僚、研究開発担
当者が協⼒者となったという回答が若⼲多く⾒られた。

- 新規事業、新製品・サービスなど新規性を伴う創造的活動については、組織内- 新規事業、新製品・サービスなど新規性を伴う創造的活動については、組織内
の他部門や研究開発、市場の顧客からの⽀持や連携が重要であるといえるかもし
れない。

- 会社や部門の業績向上、改善に繋がる活動に関しては、経営トップや所属部門
の管理職からの⽀持が重要であると思われる。
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（4）創造的活動と職場環境

ある（14） ない（42） ある（33） ない（23） ある（32） ない（25） ある（43） ない（14） ある（13） ない（43）

切磋琢磨する雰囲気がある 3.36 3.12 3.36* 2.91 3.44** 2.88 3.14 3.36 3.46 3.09

互いに協力する雰囲気があ
る 4.00 3.95 3.97 3.96 4.06 3.84 3.98 3.93 4.00 3.95

リスクを受け入れる風土があ
る 3.00 2.83 2.88 2.87 3.03 2.72 2.84 3.07 2.85 2.88

職場に組織の現状に対する
危機感がある 3.36 3.19 3.21 3.26 3.50** 2.92 3.33 3.00 3.15 3.26

従業員に権限が与えられて
いる 3.14 3.24 3.33 3.04 3.28 3.12 3.21 3.21 3.46 3.14

従業員は、より上位の意思決
定に参加できる 3.21 2.86 2.94 2.96 3.16** 2.68 3.02 2.71 3.08 2.91

組織内の情報共有が進めら
れている 3.79 3.60 3.67 3.61 3.63 3.68 3.63 3.71 3.77 3.60

業務を通じた特許の取得
環境特性

新規事業案が採用された
こと

新製品や新サービスのア
イデア・企画の採用

会社や部門の業績向上
につながるようなアイデ
ア・企画の採用

会社や部門の業務効率
改善につながるようなア
イデア・企画の採用

立教大学 山中伸彦

従業員の新たな提案や企画
提出が奨励されている 3.69 3.69 3.81 3.52 3.74 3.64 3.76 3.50 3.75 3.67

部署や現場の達成すべき目
標や克服すべき課題は明確
である 3.46 3.67 3.53 3.74 3.68 3.56 3.64 3.57 3.92 3.53

社長など経営トップの戦略的
方針は職場に十分浸透して
いる 3.31 3.33 3.47 3.13 3.48 3.20 3.43 3.14 3.42 3.30

社長など経営トップの現場に
対する理解がある 3.15 3.26 3.38 3.04 3.45 3.04 3.31 3.14 3.25 3.23

上司と部下のコミュニケーショ
ンが取れている 3.69 3.62 3.78 3.43 3.77 3.48 3.71 3.43 3.83 3.58

経営者と従業員との間に業
績に対する責任を分かち合う
意識がある 3.15 2.90 3.09 2.78 3.03 2.88 3.02 2.79 3.25 2.88

* p< .1, ** p< .05
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・職場の組織風土、従業員への権限委譲と参加、経営層の関与のいずれの項
目についてもあまり明確な関係性は読み取られない。

・しかしながら、新製品・サービスの企画の採用があったとする従業員にお
いて、「切磋琢磨する雰囲気」については有意水準10％で正の差が⾒られ
た。

・会社や部門の業績向上に繋がる企画の採用があったとする従業員において、
「切磋琢磨する雰囲気」「職場に危機感がある」「従業員の上位の意思決定
への参加」について、有意水準5％で正の差が⾒られた。

立教大学 山中伸彦

への参加」について、有意水準5％で正の差が⾒られた。
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5．暫定的結論と今後の課題

・創造的活動を促進する要因としては、仕事の進め⽅や管理、組織編成といった業務
特性が関係している。

・創造的活動の促進、創造的成果の実現には「問題発⾒/問題設定型特性」「創造的
思考依存性」が重要である。
→単なる情報共有や知識データベースによるナレッジマネジメントではなく、創造的
思考を促すそれが必要であることを示唆している。

・創造的活動の遂⾏、創造的成果の実現について、管理職はその推進者としても、協
⼒者としても重要な役割を担っていると思われる。

- 本調査は極めて少ないサンプルという根本的問題を抱えているため、その結果の解釈や
一般化は注意して⾏わなければならないが、暫定的に以下の点を結論として指摘し得る。

立教大学 山中伸彦

・創造的活動の遂⾏、創造的成果の実現について、管理職はその推進者としても、協
⼒者としても重要な役割を担っていると思われる。
→創造的活動における管理者の役割に焦点を当てた追加的な調査研究が必要

・創造的活動についても、その実現には一定の公式的なラインに沿って、管理上の制
約のもとで進められる必要があり、そのもとで自由度を確保することが重要であると
思われる。
→管理によるコントロールの在り⽅と自由裁量や個人のイニシアティブの確保の在り
⽅についての調査研究が必要

・職場の「競争を通じた協調」と現状に対する切迫した危機感は創造的活動の促進に
とって重要であるように思われる。
→経営層の関与、経営者と従業員の関係については、更なる調査研究が必要
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